
○多摩市地域福祉推進事業支援金交付要綱 

平成31年３月29日多摩市告示第119号 

改正 

令和２年３月31日多摩市告示第108号 

令和３年３月31日多摩市告示第142号 

令和４年３月31日多摩市告示第136号 

令和５年３月31日多摩市告示第121号 

令和６年３月29日多摩市告示第107号 

令和７年３月31日多摩市告示第120号 

多摩市地域福祉推進事業支援金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、市民に対する福祉サービスを実施する非営利の住民参加型団体に対し、地域福祉推

進事業支援金（以下「支援金」という。）を交付することにより、当該団体による事業の円滑な執行及

び安定した運営を確保し、もって地域福祉の増進を図ることを目的とする。 

（支援対象団体） 

第２条 支援金の交付の対象となる団体（以下「支援対象団体」という。）は、次の各号のいずれにも該

当する団体とする。 

(１) 多摩市（以下「市」という。）に活動の本拠を置くこと。 

(２) 市民によって組織され自主的に活動する非営利活動団体又はこれに準ずる団体であること。 

(３) 次条各号に掲げる事業のいずれかを原則として２年以上継続的に実施していること。 

(４) 次条第３号の移送サービス事業を行う団体であるときは、次のいずれかの要件を満たすこと。 

ア 道路運送法（昭和26年法律第183号）第４条第１項若しくは第43条第１項の許可又は同法第79条の

登録を受けていること又は受ける見込みがあると認められること。 

イ 移送サービスを原則として無償で提供すること。 

（支援事業） 

第３条 支援金の交付の対象となる事業（以下「支援事業」という。）は、東京都の定める基準に基づき

実施する地域福祉を推進する事業のうち、次に掲げるものとする。ただし、この要綱による支援金を除

くほか、国若しくは地方公共団体からの補助金又は既存の公的補助制度の対象となっている事業は、対

象としない。 

(１) 家事援助サービス事業 

(２) 介護サービス事業 

(３) 移送サービス事業 

(４) 前３号に掲げるもののほか、地域福祉を推進する事業で別表第１に掲げるもの 

２ 支援事業は、１の支援対象団体につき２事業を限度とする。 

（支援対象経費） 

第４条 支援金の交付の対象となる経費（以下「支援対象経費」という。）は、別表第２に定める対象経

費のうち、支援金の交付を受けようとする年度に実施した支援事業に係る経費で当該年度の末日までに

支出するものとする。 

（支援金の交付額） 

第５条 支援金の交付額は、支援事業ごとに支援対象経費の額から利用者負担額その他の収入額を控除し

た額（当該額に1,000円未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てた額）を上限として、予算の範囲内

で多摩市長（以下「市長」という。）が定める額とする。ただし、次の各号に掲げる事業については、

特に市長が認める場合を除き、当該各号に定める額を上限とする。 

(１) 第３条第１号から第３号までのいずれかの支援事業のうち、前年度において当該支援事業に係る

支援金の交付を受けたもの 前年度の支援金交付確定額。ただし、当該支援金交付確定額が第８条第

３項の規定により調整を受けて減額された額であるときは、この限りでない。 

(２) 第３条第４号の支援事業 次のアからウまでに掲げる支援事業の区分に応じ、当該アからウまで



に定める額 

ア ミニデイ事業 １団体につき年間60万円 

イ ミニ集会事業 １団体につき年間24万円 

ウ 子育て支援地域づくり推進事業 １団体につき年間60万円 

（概算交付） 

第６条 市長は、この支援金を概算払により交付すること（以下「概算交付」という。）により、分割し

て交付することができる。 

（支援金の概算交付申請） 

第７条 支援金の概算交付を受けようとする支援対象団体（以下「申請団体」という。）は、多摩市地域

福祉推進事業支援金概算交付申請書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、市長が別に定める日

までに市長に申請しなければならない。 

(１) 事業計画書 

(２) 支援事業の効果説明書 

(３) 概算交付を必要とする理由書 

(４) 歳入歳出予算書 

(５) 団体規約、役員名簿及び会員名簿 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（支援金の概算交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による支援金の概算交付の申請があったときは、多摩市地域福祉推進事業支

援団体認定等審査会設置要綱（平成17年多摩市告示第251号）に規定する多摩市地域福祉推進事業支援団

体認定等審査会（以下「審査会」という。）において、別に定める審査基準に照らして審査する。 

２ 市長は、前項の審査の結果、支援金を交付することが適当であると認めるときは、市長が別に定める

日までに支援金の概算交付を決定し、多摩市地域福祉推進事業支援金概算交付決定通知書（第２号様式。

以下「支援金概算交付決定通知書」という。）により申請団体に通知するものとする。 

３ 市長は、前項の規定による支援金の概算交付の決定に当たり、支援金の交付額について予算の範囲内

で調整する必要があると認めるときは、審査会の審査を経て支援金の交付額を減額することができる。 

４ 第２項の規定による支援金の概算交付の決定を受けた団体（以下「被概算交付決定団体」という。）

のうちミニ集会事業を実施するものは、ミニ集会事業の実施に当たり、参加者からの参加料の徴収等に

努めなければならない。 

５ 市長は、第２項の規定による支援金の概算交付の決定に当たって、前項に定めるもののほか必要と認

める条件を付することができる。 

６ 市長は、第１項の審査の結果、支援金の概算交付をすることが適当でないと認めるときは、速やかに

支援金の概算交付をしないことを決定し、概算交付をしない理由を付して、多摩市地域福祉推進事業支

援金概算不交付決定通知書（第３号様式）により申請団体に通知するものとする。 

（申請の撤回） 

第９条 被概算交付決定団体は、支援金の概算交付の決定の内容又はこれに付された条件に不服があると

きは支援金概算交付決定通知書を受けた日の翌日から起算して14日以内に申請の撤回をすることができ

る。 

（支援金の概算交付通知） 

第10条 市長は、支援金を分割して概算交付をするときは、その都度、多摩市地域福祉推進事業支援金概

算交付内訳書（第４号様式。以下「支援金概算交付内訳書」という。）により概算交付決定額等を被概

算交付決定団体に通知するものとする。 

（支援金の概算交付請求） 

第11条 支援金概算交付内訳書による通知を受けた被概算交付決定団体は、市長が指定する日までに多摩

市地域福祉推進事業支援金概算交付請求書（第５号様式）により市長に支援金の概算交付を請求しなけ

ればならない。 

（支援金の概算交付） 



第12条 市長は、前条の規定による請求を受けたときは、速やかに支援金の概算交付をするものとする。 

（承認事項） 

第13条 被概算交付決定団体は、次の各号のいずれかに該当するときは、多摩市地域福祉推進事業支援金

事業計画（変更・中止・廃止）承認申請書（第６号様式。以下「承認申請書」という。）を提出し、あ

らかじめ市長の承認を受けなければならない。ただし、第１号及び第２号に掲げる事項のうち軽微なも

のについては、この限りでない。 

(１) 支援事業に要する経費の配分を変更しようとするとき。 

(２) 支援事業の内容を変更しようとするとき。 

(３) 支援事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 市長は、承認申請書が提出されたときは、その内容を審査し、多摩市地域福祉推進事業支援金事業計

画（変更・中止・廃止）承認通知書（第７号様式）又は多摩市地域福祉推進事業支援金事業計画（変更・

中止・廃止）不承認通知書（第８号様式）により、被概算交付決定団体に通知するものとする。 

（事故報告等） 

第14条 被概算交付決定団体は、支援事業が予定の期間内に完了しない場合又は支援事業の遂行が困難と

なった場合には、速やかにその理由その他必要な事項を、書面により市長に報告し、その指示を受けな

ければならない。 

（状況報告） 

第15条 市長は、支援事業の円滑かつ適正な執行を図るため必要があると認めるときは、被概算交付決定

団体に対し、支援事業の遂行の状況に関し、報告させることができる。 

（支援事業の遂行命令） 

第16条 市長は、前条の規定により被概算交付決定団体が提出する報告及び地方自治法（昭和22年法律第

67号）第221条第２項の規定による調査等により、支援事業が支援金の交付の決定の内容又はこれに付し

た条件に従って遂行されていないと認めるときは、被概算交付決定団体に対し、これらに従って支援事

業を遂行するよう命じることができる。 

（実績報告） 

第17条 被概算交付決定団体は、支援事業の完了後速やかに多摩市地域福祉推進事業支援金実績報告書（第

９号様式）に、次に掲げる書類を添えて市長に報告しなければならない。第13条の規定により廃止の承

認を受けた場合も、また同様とする。 

(１) 事業実績報告書 

(２) 歳入歳出決算書 

(３) 支援事業の成果説明書 

(４) 精算書 

(５) ミニ集会事業を実施した被概算交付決定団体にあっては、市民参加を募ったことが確認できるチ

ラシ、ポスター等 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（額の確定等） 

第18条 市長は、前条の規定による実績報告を受けたときは、その内容を審査し、その報告に係る支援事

業の成果が、支援金の概算交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合しているかどうかを調査し、

その内容が適正と認めるときは、支援金の額を確定し、多摩市地域福祉推進事業支援金交付額確定通知

書（第10号様式）により通知するものとする。 

２ 市長は、既に概算交付をした額が前項の規定により確定した支援金の額に満たないときは、予算の定

める範囲内において、被概算交付決定団体から多摩市地域福祉推進事業支援金追加交付請求書（第11号

様式）の提出を受けることにより、その不足額を追加して交付することができる。 

３ 被概算交付決定団体は、精算残金があるときは、速やかにこれを返還しなければならない。 

（財産処分の制限） 

第19条 被概算交付決定団体は、支援事業により取得した財産の取得価格又は効用の増加した価格が、単

価において30万円以上の機械、器具等については、譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供しようと



するときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

２ 市長は、被概算交付決定団体が前項の規定により市長の承認を受けて、財産を譲渡し、交換し、貸し

付け、又は担保に供した場合において収入が発生したときは、市長が指定する額を市に納付させること

ができる。 

（交付決定の取消し） 

第20条 市長は、被概算交付決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、支援金の概算交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 偽りその他不正の手段により支援金の交付を受けたとき。 

(２) 支援金を支援事業以外の用途に使用したとき。 

(３) 前２号に掲げるもののほか、この要綱の規定に違反したとき。 

（支援金の返還） 

第21条 市長は、前条の規定により支援金の概算交付の決定の全部又は一部を取り消した場合において、

支援事業の当該取消しに係る部分に関し、既に支援金が概算交付をされているときは、別に期限を定め

て、その返還を命ずるものとする。 

（違約加算金及び延滞金） 

第22条 市長は、前条の規定による支援金の返還を命じたときは、その命令に係る支援金の受領の日から

納付の日までの日数に応じ、当該支援金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間について

は、既納額を控除した額）につき、年10.95パーセントの割合で計算した違約加算金（100円未満の場合

を除く。）を、被概算交付決定団体に納付させることができる。 

２ 市長は、被概算交付決定団体に支援金の返還を命じた場合において、被概算交付決定団体がこれを納

付日までに納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき、

年10.95パーセントの割合で計算した延滞金（100円未満の場合を除く。）を納付させることができる。 

（違約加算金の計算） 

第23条 支援金が２回以上に分けて概算交付をされている場合における前条第１項の規定の適用について

は、返還を命じた額に相当する支援金は、最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命じた額が

その日に受領した額を超えるときは、当該返還を命ぜられた額に達するまで順次遡り、それぞれの受領

の日において受領したものとする。 

２ 前条第１項の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、被概算交付決定団体の納付した金

額が返還を命じた支援金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた支援金の額に充

てるものとする。 

（延滞金の計算） 

第24条 第22条第２項の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた支援金の未納付額

の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算の基礎となるべき未納

付額は、その納付額を控除した額によるものとする。 

（関係書類の整理等） 

第25条 被概算交付決定団体は、支援事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び

支出について証拠書類を整理し、かつ当該帳簿及び証拠書類を支援金に係る会計年度終了後５年間保管

しておかなければならない。 

（補則） 

第26条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

１ この要綱は、平成31年４月１日から施行する。 

２ この要綱は、令和８年３月31日限り、その効力を失う。ただし、第18条第２項及び第３項の規定は、

同年５月31日限り、その効力を失う。 

附 則（令和２年多摩市告示第108号） 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公示の日から施行す

る。 



附 則（令和３年多摩市告示第142号） 

この要綱は、公示の日から施行する。 

附 則（令和４年多摩市告示第136号） 

この要綱は、公示の日から施行する。 

附 則（令和５年多摩市告示第121号） 

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。ただし、附則第２項の改正規定は、公示の日から施行す

る。 

附 則（令和６年多摩市告示第107号） 

この要綱は、公示の日から施行する。 

附 則（令和７年多摩市告示第120号） 

この要綱は、公示の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

地域福祉を推進する事業基準表 

事業名 目的 
サービス対

象者 
場所 運営者 活動内容 

ミニデ

イ事業 

１ 要介護状態にあ

る高齢者（介護認定

を受けていない者

を含む。）等を施設

に通所させ介護サ

ービスを提供する。 

２ 幼児及びその親

が気軽に集う交流

の場を提供し、子育

ての負担感を緩和

する。 

要介護状態

にある高齢

者（介護認定

を受けてい

ない者を含

む。）等又は

地域の子育

て家庭 

運営者が

用意した

福祉サー

ビスの提

供を目的

とした特

定の施設、

地域のコ

ミュニテ

ィセンタ

ー、集会所

等 

福祉の提

供を目的

に組織さ

れた非営

利活動団

体又はそ

れに準ず

る団体 

１ 高齢者のできる範囲での趣味

活動、養護及び昼食サービスの

提供（原則として週１回以上実

施する。） 

２ 子育て家庭の交流会、子育て

相談、育児講座等の開催 

ミニ集

会事業 

地域の高齢者、障がい

者（児）、子育て家庭

等に声かけを行い、定

期的に集会を開催し、

親睦及び交流を図る。 

引きこもり

がちな高齢

者を中心と

した地域の

高齢者その

他の地域の

住民及び地

域の子育て

家庭 

地域のコ

ミュニテ

ィセンタ

ー、集会所

等 

ミニ集会

の運営を

目的に組

織された

非営利活

動団体又

はそれに

準ずる団

体 

１ 勉強会、お茶会、お楽しみ交

流会等の開催（原則として月１

回以上実施する。） 

２ 子育て家庭の交流会、子育て

相談等の開催（原則として月１

回以上実施する。） 

子育て

支援地

域づく

り推進

事業 

子育て支援及び子育

て支援スタッフ養成

講座に関して、先駆的

かつ独自性がある活

動を行い、地域の中で

安心して子育てので

きる環境の整備及び

福祉社会の形成を図

る。 

子育て支援

スタッフと

して活動を

希望する者

及び子育て

家庭 

地域のコ

ミュニテ

ィセンタ

ー等 

福祉的サ

ービスの

提供を目

的に組織

された非

営利活動

団体又は

それに準

ずる団体 

１ 子育て関連情報の提供 

２ 子育て支援スタッフ養成講座 

３ 地域交流事業 



別表第２（第４条関係） 

支援事業 対象経費 

家事援助サービス事業 

介護サービス事業 

移送サービス事業 

１ 人件費 

コーディネーター等の謝礼 

２ 事業費 

(１) 事務所借上料 

(２) 事務所光熱水費 

(３) 駐車場借上料（移送サービス事業に限る。） 

(４) 研修費（宿泊費を除く。） 

(５) 損害賠償保険加入費 

(６) 車両保険加入費（移送サービス事業に限る。） 

(７) 物品購入費 

(８) 通信費 

(９) 印刷費 

(10) 広報宣伝費 

(11) 事務機器借上料 

(12) 修繕費（事務所等の修繕に要する経費とし、移送サービス事業

に限り車両の修理に要する経費を含む。） 

(13) 車両燃料費（移送サービス事業に限る。） 

(14) 車検費用（移送サービス事業に限る。） 

(15) 運転協力謝礼 

(16) 交通費（事業開催のための協力者の交通費に限り、サービス対

象者の交通費は除く。） 

(17) 手数料 

(18) 車両借上料（移送サービス事業に限る。） 

(19) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

ミニデイ事業 事業費 

(１) 事務所借上料 

(２) 事務所光熱水費 

(３) 研修費（宿泊費を除く。） 

(４) 損害賠償保険加入費 

(５) 会場使用料 

(６) 物品購入費 

(７) 食材費 

(８) 送迎費（車両維持費及び駐車場借上料） 

(９) 通信費 

(10) 講師、相談員等の謝礼 

(11) 交通費（事業開催のための協力者の交通費に限り、サービス対

象者の交通費は除く。） 

(12) 広報宣伝費 

(13) 印刷費 

(14) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

ミニ集会事業 事業費 

(１) 事務所借上料 

(２) 事務所光熱水費 

(３) 物品購入費 



(４) 講師、相談員等の謝礼 

(５) 損害賠償保険加入費 

(６) 会場使用料 

(７) 食料費（一人当たり１食300円を限度とし、飲食店での飲食及

び支援対象団体の構成員による準備活動における飲食に要する費

用を除く。） 

(８) 食材費 

(９) 通信費 

(10) 交通費（事業開催のための協力者の交通費に限り、サービス対

象者の交通費は除く。） 

(11) 印刷費 

(12) 借上料 

(13) 研修費（宿泊費を除く。） 

(14) 入場料 

(15) 燃料費 

(16) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

子育て支援地域づくり推進事

業 

事業費 

(１) 事務所借上料 

(２) 事務所光熱水費 

(３) 物品購入費 

(４) 講師等の謝礼 

(５) 講座時保育賃金 

(６) 損害賠償保険加入費 

(７) 通信費 

(８) 交通費（事業開催のための協力者の交通費に限り、サービス対

象者の交通費は除く。） 

(９) 会場使用料 

(10) 印刷費 

(11) 広報宣伝費 

(12) 借上料 

(13) 研修費（宿泊費を除く。） 

(14) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める経費 

備考 

１ 同一の事務所を複数の支援事業に使用している場合の事務所借上料及び事務所光熱水費は、支援

事業ごとの使用割合に応じ按分するものとし、按分率及び按分方法を明確にするものとする。 

２ 食材費は、食品（加工食品を除く。）の購入に要する経費とする。 

３ 食料費は、加工食品（酒類を除く。）の購入に要する経費とする。 



第１号様式（第７条関係） 

 

第２号様式（第８条関係） 

 

第３号様式（第８条関係） 

 

第４号様式（第10条関係） 

 

第５号様式（第11条関係） 

 

第６号様式（第13条関係） 

 

第７号様式（第13条関係） 

 

第８号様式（第13条関係） 

 

第９号様式（第17条関係） 

 

第10号様式（第18条関係） 

 

第11号様式（第18条関係） 

 


